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１．葛飾区の概況



3葛飾区のご紹介①

⚫ ２３区の北東端に位置
⚫ 隣接自治体

足立区、江戸川区、墨田区、埼玉県八潮市、三郷市、千葉県松戸市
⚫ 総面積 ３４．８㎢（２３区で７番目の広さ）
⚫ 総人口 ４７１，９７０人（令和７年６月１日現在）
⚫ 区境や区内部を流れる河川

荒川、江戸川、大場川、中川、新中川、綾瀬川
水元小合溜（準用河川）

⚫ 鉄道
ＪＲ（常磐線、総武線）、京成電鉄



２．被害想定



5地震に関する地域危険度測定調査 [第９回 ]

「地震に関する地域危険度測定調査［第９回］/東京都」より作成

建物倒壊危険度 火災危険度総合危険度



6

東京都が令和４年に公表した「首都直下地震等による東京の被害想定」では、
葛飾区にも大きな被害が出ることが想定されています。

( )内：区内の建物棟数に対する割合、

または、区の人口に対する割合

◆冬の夕方１８時風速８ｍ／ｓの場合

葛飾区における被害想定 (都心南部直下地震 )

被害棟数
2～10     棟
10～25 棟
25～50 棟
50～100 棟
100～ 棟
(ゆれによる被害)

都心南部直下地震における全・半壊被害棟数メッシュ図
【令和４年公表】より作成

平成24年公表 令和４年公表

想定地震
東京湾北部

地震

都心南部直下

地震

規模 M７．３

建物の全壊
7,446棟

(7.0％)

4,589棟

(4.3％)

火災で焼失
11,114棟

(10.4％)

5,373棟

(5.1％)

死者
500人

(0.1％)

283人

(0.1％)

避難者数
200,970人

(45.4％)

169,051人

(37.3％)



7葛飾区における被害想定 (浸水被害 )

葛飾区水害ハザード
マップ（R7年3月）

■荒川 ■江戸川



8葛飾区における被害想定 (液状化被害① )

平成25年度葛飾区液状化対策検討委員会設置平成23年3月東日本大震災

葛飾区東金町の一部で建物に傾きや

亀裂が出るなどの液状化被害が発生

学識経験者を交え液状化対策工法や支援策などを検討

検討の結果、液状化マップ及びパンフレットの作成、

説明会・相談会での周知、補助制度創設

①地盤調査費助成（平成26年度～）液状化対策費助成（平成28年度～）

②液状化対策パンフレット作成、配布（平成26年度～）

③液状化対策助成説明会、相談会（平成29年度～）

パンフレットを作成し、

東京都の液状化予測図

に葛飾区の液状化発生

履歴、ため池等の場所

を記載

平成26年度からの取組み



9葛飾区における被害想定 (液状化被害② )

令和５年度からの取組み

●ＰＤＣ液状化判定を無料派遣にて導入
・安価かつ迅速に調査可能
・省スペースで調査可能

令和６年度東京都の取組み

●液状化対策を目的とした全国初のコンソーシアムを設立

●新たな助成対象として細径の間伐材等を
活用した地盤の液状化対策を導入

＊出展 木材活用地盤対策研究会提供資料

※葛飾区も参加

●液状化パンフレット配布、液状化イベント開催（予定）

＊出展 東京都都市整備局提供資料

＊出展 液状化コンソーシアム提供資料

※葛飾区内で実施



３．復興計画について



11「計画検討のためのガイドライン」上の位置づけ

事前復興まちづくり計画検討のためのガイドライン（2023年7月）における
葛飾区の事前復興まちづくり計画検討の進め方

検討の進め方 選択 背景

とりまとめの
方法

盛込み型
   （別途手引き作成）

住民との
関わり方

計画素案型
意見交換型

公表方法
全体公表型
概要・部分公表型

・全区の復興まちづくりの方針は都市計画マスタープランに位置づけ
・住民との訓練による結果を地区の震災復興の進め方(案)として公表
・震災復興マニュアル（都市・住宅編）は職員向けのため非公表
住民向けの震災復興マニュアル（地域協働復興編）は公表

都市計画マスタープランへの位置づけ
＋

葛飾区震災復興マニュアル（都市・住宅編）

・都市計画マスタープランは策定委員会、庁内検討会、
地域別勉強会、パブコメを経て策定

・震災復興マニュアルは庁内委員会・部会の議論を経て改正
・震災復興まちづくり訓練で作成する各地区の
「震災復興の進め方」は地域住民との意見交換を経て作成



12

これを契機に、葛飾区においても

H16 新小岩地区復興まちづくり訓練

H20 堀切地区復興まちづくり訓練

を実施し、その訓練成果も踏まえた上で

取組経過

平成 ７年１月 阪神・淡路大震災 発生

平成１５年３月 東京都震災復興マニュアル 策定

平成２１年６月 葛飾区震災復興マニュアル策定

平成２３年７月 葛飾区都市計画マスタープラン 改定
⇒震災復興まちづくりの方針を追加

令和 ３年３月 葛飾区震災復興マニュアル 改定

令和 ５年12月 葛飾区都市計画マスタープラン 改定

東京都 復興市民組織

育成事業を活用



13取組経過

H20 堀切地区復興まちづくり訓練

堀切地区
震災復興の進め方の手引き

骨子（案）

堀切地区
復興まちづくり訓練の様子

堀切地区の復興の流れ（抜粋）

H21.6月 葛飾区震災復興マニュアル 策定

主催：堀切地区まちづくり懇談会地域防災部会



14都市マスにおける復興の位置づけ

都市計画マスタープランで

目指すのが、２０年後のまち

「３０年以内に７０％の確

率の直下地震に備える」

平成13年版
平成23年版

・震災復興まちづくり
に関する方針を追加

被害想定に基づき、

都市計画マスタープランで

震災復興を想定しておくべき

ではないか？！

葛飾区
都市計画マスタープラン

・水害時の復興まちづくりに
関する方針を追加

・震災復興マニュアルの改定
に伴い地域協働復興の取組
を追加

令和５年版



15地域危険度等を踏まえた震災復興まちづくり方針

参考

誘導・個別再建型復興地区

道路等が整備されている地区で、良好な住環境や街並みの
形成を目指し、街づくりのルールのもとで個別復興を検討

修復・改善型復興地区

既存の道路網を生かし、壁面線の指定や、主要区画
道路等の整備、建築物・敷地の共同化など個別の修復・
改善型の事業を組み合せた復興を検討

拠点整備型復興地区

都市基盤の整備状況に応じて、土地区画整理事業や
市街地再開発事業により、駅前広場や都市計画道路等
の整備を含めた一体的な市街地整備による復興を検討

凡 例

基盤整備型復興地区

土地区画整備事業等の面的な
市街地整備による復興を検討

基盤整備型(高台整備)復興地区

堤防強化対策など更なる治水対策の実現
について働きかけるとともに、浸水対応
型の拠点高台や拠点建築物の整備を検討

町丁目ごとの地域危険度
(総合危険度）

地域危険度等を踏まえた震災復興まちづくり方針図



16大被害想定/都市基盤の復興まちづくり方針

大被害を想定した

復興まちづくり方針図

都市基盤の

復興まちづくり方針図



17水害復興まちづくりの方針

凡 例

水害復興まちづくり方針図（大規模水害時）

誘導・個別再建型復興地区

道路等が整備されている地区で、良好な住環境や街並みの形成
を目指し、街づくりのルールのもとで個別復興を検討

中高層・高床化促進復興地区

最上階まで
浸水

最上階に
避難可能

中高層・高床化
に向け、地域地区
や斜線制限等の
見直しなどを検討

想定される
浸水深

2階まで浸水のおそれのある地域

中高層・高床化の促進 地盤の嵩上の促進

個別再建の際に、住宅の中高層・高床化などを促進する
都市計画制度等について検討

河川 堤内浸水域

想定される浸水深

荒川、中川、江戸川などの沿川地域

堤防の強化
拠点高台の整備 市街地の高台化 拠点建築物の整備

基盤整備型(高台整備)復興地区

往来可

堤防強化対策など更なる治水対策の実現について働きかける

とともに、浸水対応型の拠点高台や拠点建築物の整備を検討

出典：江東５区大規模水害ハザードマップ
(江東５区広域避難推進協議会）

参考



18浸水対応型市街地構想の実現に向けた取組

令和元年６月 葛飾区浸水対応型市街地構想 策定

（２）公園等の整備による

高台まちづくり

(新小岩公園）

（防災まちづくり方針図（水害））

（１）都市マスにおける

高台まちづくりの誘導

（３）避難スペースを確保した

建築物等の整備・確保
■ 構想の実現に向けた取組
（１）都市マスによる高台まちづくりの誘導を位置づけ
（２）公園等の整備による高台まちづくり
（３）避難スペースを確保した建築物等の整備・確保

（避難所となる小中学校の浸水対応型拠点建築物化）

令和5年12月
都市マス改定に合わせて
構想に準拠した内容を明示 （葛飾区浸水対応型拠点建築物等普及事業補助金）

広域避難・垂直避難を組み合わせ、水が引くまでの間許容できる生活レベルが担保される市街地を目指す



19地域別構想における復興方針

区内を５つの地域に分け、
地域ごとの復興方針をまと
めている

都市マスの地域別構想の例 地域別復興まちづくり方針の例

地域別勉強会の様子→

都市マス（区HP）



20

地域協働復興

都市の復興 くらしの復興住宅の復興 産業の復興

一
般
向
け

都市の復興 住まいの復興

区
職
員
向
け

震災復興まちづくり模擬訓練

行動要領作成・事前準備検討

復興体制の構築

地域協働復興テキスト

葛飾区震災復興マニュアルの構成

連携

令和３年３月
改定時に追加

・葛飾区震災復興マニュアルは、「都市・住宅編（令和3年3月改正）」と
「くらし・産業編（平成28年6月）」で構成される。

・令和3年3月の改正時には、区民の復興の基本的プロセスや住民が自主的に復興に
取り組むための仕組み等を紹介するための「地域協働復興編」を追加。

平成28年６月
防災部局で策定

平成21年６月都市計画部局で策定



４．復興訓練について



22復興まちづくり訓練の実施状況

⚫ 訓練は、区内にある１９の連合町会の地区単位で実施

⚫ 令和６年度末時点で、１１地区で復興の方針等を取りまとめている

今年度は2地区/年

スピードアップを図ります！



23訓練プログラム（進め方＋計画取りまとめの例）

地区ごとに内容は異なるが、概ね以下のプログラムで行っている

ガイダンス 復興について学ぶ
・訓練内容の説明

・災害や復興の学習

訓練２ 被災後の都市の復興を話し合う
・地区の復興課題や資源の整理
・まちの復興方針を検討

訓練１ 被災後の住まいの復興を話し合う

・葛飾区と地区の被害想定を学ぶ
・被災者になりきって、生活再建などについて学ぶ

訓練３ 復興の進め方と復興計画の検討
・復興の進め方をまとめる

・復興まちづくり計画（素案）をまとめる

とりまとめ（成果報告）

自治町会や一般応募の

地域住民と区職員が

一緒にワークショップ

形式で話し合う

取りまとめた復興計画

（骨子案）を報告し

とりまとめる

各回訓練後に中林先生

より講評をいただく

防災部局の職員による講義も

プログラムに編入

防災部局と連携
職員による講義



24訓練成果（復興の手順）

令和５年度 高砂地区における「震災復興の進め方」 ※地域全戸に配布

震災復興手順をステップごとに取りまとめ

これまで取りまとめた訓練成果等は、区のHPにも掲載

訓練に関する
区HP



25訓練成果（復興まちづくり計画）

地域の方と取りまとめた復興まちづくり計画・骨子案

訓練成果は葛飾区震災復興マニュアルに綴じ込むとともに、地域にも配布し、保管いただく

訓練に関する
区HP



26フォローアップ訓練と抽出された課題

⚫ 地区によっては復興訓練の実施から、10年以上が経過

⚫ 地域の新たな担い手育成の必要性

R6年度 東金町地区にてフォローアップ訓練を実施

H26年度 東金町地区
震災復興の進め方

プログラム

町会長など過去の訓練参加者は
10年間でほぼ世代交代していることが判明

訓練実施後
の課題

・被害想定と地域協働復興を知る
・住まいの復興について考える
・復興の進め方の確認

・訓練記憶の継承に課題
・繰り返し訓練を実施する必要性



５．あり方勉強会における

論点について



28あり方勉強会における論点

論点①事前復興まちづくり計画として検討すべき内容の整理

計画検討をより行いやすくするため、事前復興まちづくり計画として検討すべき具体的
内容・手順を整理し、被害想定をふまえて自治体が計画を検討する過程で、自分たちの
自治体が被災した場合、平時の都市計画の延長として対応できる状態かどうか、明らか
になるのではないか？

→葛飾区では下記の方法で事前復興まちづくり計画を取りまとめ
・都市マスに全体の復興方針を明記
・葛飾区震災復興マニュアル（都市・住宅編）の策定
・震災復興まちづくり訓練により各地区で震災復興の進め方を作成

論点②事前復興まちづくり計画が対象とする災害の種別や程度について

現在のガイドラインでは、「事前復興まちづくり計画を検討するにあたり想定する災害
は、地震、津波、水害等、面的整備等の復興まちづくり事業の検討が必要となる大規模
なものとする。」と示している。計画検討をより行いやすくするため、平時の都市計画
の延長としての事前復興まちづくり計画で対応可能と想定される災害の種別や程度の観
点が示せないか。

→・葛飾区では、東京都が公表している「首都直下地震による東京の被害想定」や
「地震に関する地域危険度測定調査」の結果を基に復興方針をまとめている。

・R5の都市マス改定時には、江東５区大規模水害ハザードマップの浸水想定に
基づき、大規模水害からの復興方針を新たに追加。



29あり方勉強会における論点

論点③計画検討の体制について

計画策定についてのガイドラインでは、都市計画部局を中心に、防災部局をはじめとし
た関係部局を幅広く含めた検討体制を構築することが望ましいとしているが、防災部局
等を中心に計画策定に取組む場合もあり、実態が伴っていない現状を踏まえ、防災部局
等関連部局と連携しつつ、都市計画部局が中心に計画策定を行うべきことを発信する必
要があるのではないか？産業や教育等の他分野の考え方・方針も重要なため、関係部局
とより密接に連携して計画策定することが望ましいのではないか？

論点④都道府県としての役割

・広域連携の調整役や広域自治体としての役割を示すべきではないか？
・技術者が不足する市区町村への技術的補助としての役割を担うべきではないか？

→・本区の復興まちづくり方針を位置付ける都市マスの策定に際し、政策経営部や
地域振興部、危機管理・防災担当等を含めた庁内検討体制で検討を行い、
策定している。

→・東京都がＨ10年度以降開催している広域的な訓練である「都市復興訓練」に、
本区はＨ19年度から毎年技術職職員を参加させている。
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